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改正労働契約法にかかる主な対応方針（案） 

 

 

【基本方針】 

改正労働契約法の本格的な施行を控え、本学として適切に対処するため、今年度及び

来年度において以下のとおり対応する。その際、各部局において適切な対応が行えるよ

う、改正労働契約法及びそれに対する本学の対応について十分な理解が得られるよう、

必要な周知等に努める。 

また、本学として優秀な人材を確保することの重要性に鑑み、人材確保を巡る現状と

課題について把握し、本件に関する事項に限らず、今後の在り方を検討していくことが

重要である。 

 

【今年度及び来年度の対応】 

１ 教員任期規程関係 

〔前提〕 

 現行の教員任期規程における任期及び再任回数の定めは、任期法の趣旨に則りそれ

ぞれの学問分野の特性に鑑みて置かれたものであり、任期法の趣旨に則った適切な

運用を行っている限りにおいては、任期満了により労働契約を終了させることにつ

いての合理性は高いと考えられる。 

〔今年度中の対応〕 

 任期法は、労働契約において任期を定めることの合理性があることを法律上明確に

したものである。また、大学における任期のルールを明確化し、教員の流動性の向

上に努めるとの趣旨は変わるものではなく、さらに、任期満了により契約が終了す

るという労使間の合意に基づく任期の定めは無期契約への転換によって失効する

わけではないことから、従来どおり任期（5 年を超えるものを含む）を定めること

は可能である。したがって、任期規程について今年度中に急いで見直しをする必要

はない。 

 他方、今回の労働契約法改正を契機として、今後、任期満了時の再任の可否等につ

いて被雇用者との間で混乱が生ずる可能性も否定できない。このため、任期規程に

任期を定める部局にあっては、来年度当初の採用に向けた手続を行う際には、再任

の基準や審査手順を含め任期規程の内容を雇用される側に十分に説明した上で、任

期満了により契約が終了するという同意を得ておくとともに、今後、任期規程に基

づき再任を行う際には、あらかじめ定められた再任基準に基づく厳格な再任審査を

行うことを部局として確認するなど、改めて適切な運用に努める。 
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〔来年度の対応〕 

 5 年を超える任期を定めることについて確立した見解がなく、司法の判断によって

は、5 年を経過した後に無期転換申込権が生じると判断される可能性もあることか

ら、労働契約法の改正を契機として、各部局等における任期の取扱いについて再確

認（任期、再任回数の上限等）を行う。 

 

２ 特定有期雇用職員就業規則関係 

〔今年度中の対応〕 

 通算雇用期間について、平成 25 年 4 月 1 日以降の雇用契約から新たにカウントす

る旨学内に通知する。 

 現在、特定有期雇用職員就業規則を適用する教員の雇用上限について、実務家教員

等を除き原則満 63歳としているところであるが、改正労働契約法第 20 条の趣旨か

らすると定年年齢と雇用上限年齢の相違は合理的と認められないと解されるため、

来年度当初から、雇用上限年齢を原則として満 65歳とする旨学内に通知する。 

〔来年度の対応〕 

 特定有期雇用職員就業規則を改正し、通算雇用期間について、特定プロジェクト研

究等に専従する場合等を除き 5年を上限とするとともに、改正法を踏まえ原則 6か

月のクーリング期間を設ける。 

 無期転換後は職員就業規則を適用するよう所要の改正を行う。 

 

３ 准職員就業規則、時間雇用職員就業規則関係 

〔今年度中の対応〕 

 通算雇用期間について、平成 25 年 4 月 1 日以降の雇用契約から新たにカウントす

る旨学内に通知する。 

〔来年度の対応〕 

 准職員就業規則及び時間雇用職員就業規則を改正し、通算雇用期間について、特定

プロジェクト研究等に専従する場合等を除き 5 年を上限とするとともに、改正法を

踏まえ原則 6 か月のクーリング期間を設ける。 

 期間の定めのない非正規職員の導入に向けて検討を行う。 
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